

















　現行の財政体制は、特に 2007 年以降の公共財政が民生財政 2）への傾斜が顕著になる中で、
次の三つの方面からその特徴を考察することができる。
　まずは、多層的財政体制 3）を採用している点である。中国の「予算法」の規定では 5 級
財政を規範的な体制として規定しているが、実際には 5 級よりも少ない場合もある。
　1982 年に遼寧省で「地区」を「地級市」（City of Prefecture Level）に改定するという
「市管県」の制度改革を実験的に導入したが、その後は江蘇省をはじめ、全国に「市管県」
体制が普及されるようになった。1999 年に全国範囲で確立され、表１のとおり、中国の
地方行政体制は基本的には 4 級からなる「省－市－県－郷鎮」という４層制（Four Tier 
System）となった。
　2011 年現在、中国の地方の行政区画は表 2 に示されたとおりであり、特別行政区（香
港と澳門）のほかに、１級行政区としては、23 省 4）・４直轄市 5）・５自治区 6）がある。２

















































































方政府）として、計画単列市と副省級市がある。計画単列市（city specifically designated 




















　図 1 に示されたとおり、建国直後の 1949 年から 2011 年にかけて、一人当たりの GDP
の変動係数で示された省間所得格差は、大躍進が失敗した直後の 1960 年と文化大革命が
終わって改革開放政策がスタートした 1978 年にそれぞれピークに達する。その後は 1990
年まで低下し続けた後、再び上昇するが、2004 年からは縮小の傾向を示している。しかし、










1960 年の 17.69 倍、1974 年の 17.87 倍、1976 年の 17.54 倍、2000 年の 10.89 倍として現れ
ている。2000 年から低下してきたが、2011 年には 5.37 倍という高い水準を見せている。
　このような高い地域間の経済格差を背景に、一人当たりの財政収入額と税収入額にみ
る財政力格差も高水準を示している。たとえば、図 2 で示されたように、一人当たりの
財政収入額と税収入額では、トップの北京と上海はそれぞれ全国平均の 3.82 倍、4.64 倍
および 3.75 倍、4.43 倍に上る。最低水準を示した甘粛省はそれぞれ全国平均の 45.01% と
36.31% にすぎなかった。2011 年には一人当たりの財政収入額および税収入額における極































































































2012 年の一人あたりの年収でみた場合、農民の平均収入が 6,977 元に対して、都市住民の












































































































行われる税還付制度による資金移転が大半の規模を占める。中国は 1994 年に分税制 13）を
導入して以来、三つの段階に分けて政府間財政移転制度の改革を行った。
　第一段階は、1994 年当初の政府間財政移転制度を構築するための準備段階である。第

















































































北調査班長陳志勇中南財経政法大学財政税務学院院長・教授が 2013 年 6 月 27 日に島根県立大学
における学術振興会科学研究費研究プロジェクト報告会（2013）とする中国財政ワークショップ
にて「中国の政府間財政関係改革の諸問題」、および同年 7 月 1 日に京都大学における中国財政制
度研究に関する講演会にて「中国財政体制改革に関する課題分析」を題に報告した内容をまとめ
たものでもある。















の 13 都市も前後して加わった。1994 年にこの 14 の計画単列市および杭州、済南の計 16 都市を副
省級市の行政格付けにしたと同時に、広州、武漢、瀋陽、南京、成都、西安、ハルビン、長春の 8
省都の計画単列市資格を取消した。よって、計画単列市は、省都でない深圳、青島、寧波、大連、
アモイの 5 都市になった。この 5 都市はいずれも副省級市でもあり、計画単列市でもある。







10） 変動係数（coefficient of variation）とは、データの標準偏差を平均値で割ったものである。極差
（span of instrumental error）は、もともと気象学の用語で、個別の器差の最大値と最小値の差を
いうものであるが、現在経済研究にも最大値と最小値の倍数としてよく使われている。
11） 単位とは、 機関 ・ 団体またはそれに属する各部門の組織形態を指す。「生産単位」 は企業または
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